
  1.1   都市化のダイナミクスと交通の役割

　都市は時間の経過とともにその姿を変え，成長から衰退へと向かう。人の一生
に準えるならば，都市にも少年から青年期（都市化），壮年から中年期（郊外化），
高年期（逆都市化）がある。そして人にはないが，都市には再生期（再都市化）
という4つ目の段階が期待される1）。都市における交通のありようは段階ごとに異な
り，図1に示すように都市のライフサイクルに従ってその役割は変化する。
　都市化段階で求められる交通の役割は，鉄軌道等の整備により都心に向けて
大量の人を運ぶことであり，郊外化段階においては，より長い距離を速く運ぶ速
達性が重視される。郊外化段階の後半においては，低密な郊外開発の進行とと
もに，移動手段は自家用車へとシフトしてゆく。その後の逆都市化段階において
は，ますます都市の低密な拡散が進行することから，大量輸送を前提とする公共
交通は衰退し，自家用車への依存度が高まることになる。日本の多くの都市は，
未だこの逆都市化段階（都市衰退）に喘いでいるが，いくつかの都市は再都市
化段階へと進もうとしている。この第4段階での交通の役割は，郊外化段階のそ
れとは対照的に，都市の拠点（集積核）の内部を短距離かつ中低速に結び，ま
た，拠点同士の交流や連携を図ることである。
　自動車大国アメリカは，しばしば郊外国家（Suburban Nation）2）, 3）と揶揄
されてきた。しかし，洋の東西を問わず20世紀は道路整備と自動車の普及に支
えられた「郊外の時代」であった。人口増加に伴う都市の過密問題への対応
から，一種のユートピアとして豊かな田園居住の場が求められ，ほぼ統一基準で
の画一的な郊外住宅地と商業地が世界中に大量生産された。
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　当初は計画的に開発された郊外部も，自家用車がもたらした人々の移動の自
由，その結果としての居住の分散化や個人主義的なライフスタイルを反映して拡
散的なスプロール開発へと姿を変えた。また，スプロールは自動車依存をさらに
高めることになり，モータリゼーションとスプロールとの間には負の相乗作用が発生
する4）。
　こうした都市・交通問題の根本は，端的に言えば，われわれの交通のコンセプ
トが第2段階目の郊外化段階の「長距離を速達に」で立ち止まり，思考停止に陥っ
ていることである。これを再都市化段階の「短距離を中低速に」へと転換また
は進化させることが必要とされる。

		1.2			 モビリティとアクセシビリティ

　モビリティは一般的に移動能力として定義され，太田5）によれば「目的地を特
定せずに個人の移動の自由度を表すもの」である。これに対して，アクセシビリティ
とは，「移動によって本来求めていた就業，買い物，医療等の生活行動や活動を
行うことができるかを交通の面から表すもの」とされる。なお，アクセシビリティは，
地理学や交通研究の分野において広く使用されている用語であり，日本語では
「近接性」あるいは「接近可能性」とでも呼ばれるものである。具体的には，
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図1　都市化のプロセスと交通の役割の変化
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ある目的地やサービスへの到達しやす
さ，あるいは利用のしやすさとも定義
される。また，近年ではアクセシビリティ
は，ユーザビリティとともにユニバーサ
ルデザインを支える中心的な概念を
伴っている6）。
　モビリティとアクセシビリティとの関係
を，一人の生活者を例として模式化し
たものが図2である。ここではモビリ
ティは，個人の持つ資源（時間，金銭，
支援や介助，さらには環境的条件
等）を利用できる能力，アクセシビリティは機会・サービスへの到達のしやすさと
位置付けている。人を中心に選択の自由度を捉えるものがモビリティの視点であ
り，（人が存在する）場所の側から自由度を捉えるものがアクセシビリティである。
われわれの選択自由度は，モビリティとアクセシビリティの双方から規定されること
になる。

		1.3			 都市の移動速度と安全性

　国土レベルでは，最新技術を駆使したリニア新幹線や物流新幹線等によって
都市間・拠点間を高速に結ぶ一方で，ローカルには人間性や社会性を重視した
回遊・交流手段でゆったりとした移動を楽しむ。都市の持続可能性を維持し魅
力を高めていくためには，場所による移動速度の区別が重要となる。
　今後，人口減少および超高齢化がさらに進むわが国においては，国土・都市
経営の観点から都市の大幅な縮退が迫られる。しかし，厳しい制約こそが閉塞
を打ち破るための創造力を育み，交通，都市および社会の共発展をもたらす。
持続可能性を維持するための「縮退都市」と競争力を高めるための「創造都市」
とは表裏一体の戦略であり，両者の実現のためには人・知識・モノ・サービス・
カネ，そして時間という要素の結び付きが再構成されなければならない。その鍵と
なるのがモビリティである。1.2で述べたように，モビリティは人の移動の自由度で
あるとともに，さまざまな資源の利用能力でもある。
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図2　モビリティとアクセシビリティの関係7）
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　持続可能で競争力の高い都市のモビリティシステムを構築するためには，モビ
リティの価値を多元的に捉えた上で，都市間や拠点間を高速に結ぶ「ファストモ
ビリティ」と都市内や拠点内での回遊や交流を中低速に支える「スローモビリ
ティ」との階層的なネットワークの形成が必要となる。後者のスローモビリティとは，
ヒューマンスピードに近い速度での移動手段あるいは移動形態を指す。なぜ，こ
うした速度の区別が求められるのであろうか。　
　モータリゼーションの弊害の1つは，移動速度の画一化である。まちなかでも，
郊外でも，あるいは都市間においても，大多数の自動車利用者は速さを追求す
る。1.1に示した「長距離を速達に」という欲求が都市内外の全方位に展開さ
れる。
　都市内外あるいは拠点内外を問わない速さの追求は，都市空間の階層性を損
ない画一的な都市の拡大をもたらす。日々の通勤・通学等のトリップ長の増加，
移動のためのエネルギー消費の増加，そこから発生するCO₂や局地的な環境負
荷の増大，さらには交通死傷事故のリスクを高め生命をも脅かす（図3）。

　図4は，わが国の中核都市規模以上の65都市を対象に，人口密度，自動車の
移動速度および交通事故死亡率（2008年〜 2010年）の関係を見たものである。
図中のバブルの大きさは，都市の人口規模を表している。図4（a）より，低密な
都市ほど交通事故による死亡率が高いという関係が明確に読み取れる。両者の
関係には都市ごとの公共交通の整備水準や利用率の違いも影響すると考えられ
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ることから，自動車交通のみに焦点を当て，人口分布と都市内の自動車の平均
走行速度との関係，さらに平均走行速度と死亡率との関係を分析した。その結
果，図4（b）および図4（c）に示すように，二次元的に拡散した都市ほど自動
車交通の平均走行速度は高く，また平均走行速度が高いほど死亡率が高いとい
う因果関係が導かれる8）。以上の結果は，密度，速度と安全との関係のみを扱っ
たものであり，今後は図4に示す因果関係を念頭に，移動速度が社会・経済・環
境に及ぼす影響の分析が必要とされる。
　なお，都市内での移動速度の低速化を進め，さらにスローモビリティの価値を追
究した成果の1つが，欧州での自転車革命である。図5に示すように，5km程度の
移動であれば自転車は鉄道や自動車と比較しても移動時間が短く，都市内の移
動手段として優れた速達性を有することはわが国でもよく知られている。しかし，
サイクルスーパーハイウエイやサイ
クルハイヤーで知られるロンドンの
自転車革命は，その実現に至った
社会的背景やストーリーが示唆に
富んでいる。2002年頃からの燃
料価格の高騰，2003年のロードプ
ライシングの導入，そして2005年
の地下鉄・バスの爆破テロといっ
た一連の社会経済的要因が，人々
の移動ニーズを自転車交通へと向
かわせたと言われる。
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		1.4			 高齢化と交通ニーズ

　人間は加齢とともに，生体機
能の変化，運動能力低下，認
知特性の低下および心理・意
識の変化等によって，移動能
力の減退を経験する（図6参
照）。これらのうち，心理・意
識面の変化については，高齢
化に伴う人々の移動ニーズの
変化として，図7のように捉えら
れる。

　すなわち，加齢に伴い移動に要する時間や費用（速くて安い移動）の重みは
低下する一方で，安全・安心および健康・環境の重みは増加する。このことにより，
三角座標で表されたモードグラム（さまざまな交通・移動手段の位置付けの俯瞰
図）においては，高齢社会の交通ニーズは右上がりの方向へと明確にシフトして
ゆく。すなわち，公と私の中間領域にある，中低速のスローモビリティを求める方
向であり，そこには次世代路面電車LRTや低速電動コミュニティバス，コミュニティ
サイクル，その他共有型のパーソナルモビリティ等の交通・移動手段が該当する。
　持続可能な都市のモビリティシステムを構築する上では，こうした変化を大胆に
見通した上で，まず安全の向上から出発せねばならない。そのためには，道路
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図6　加齢に伴う人間の能力の変化

安全・安心な移動
0.25

0.5 0.25
0.50 

0.25 0.5

25-34歳

35-44 45-54

54-64
65-

公共交通

徒 歩

自動車
安全性・輸送力

現在の価値観 10－15年後

安全・安心
時間・費用 仕事・作業

快適な移動

健康・環境

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

移
動
の
質
に
お
け
る
重
み

図7　高齢化に伴う移動ニーズの変化9）,10）



16		■		理論編

交通における優先順位と速度のマネジメントの徹底が求められる。低速化によっ
て人と自動車を共存させる取り組みは，従来より欧州諸国でのゾーン30等の面的
速度マネジメントに見られ，近年ではシェアドスペースのように道路および沿道空
間のデザインによってドライバーの運転挙動に抑制的な影響を与えて走行速度を
減速させ，快適な滞留空間を確保しようとする試みも見られる。さらに，歩いて暮
らせるウォーカブルシティの推進等も世界の潮流となりつつある。そうした事例で
は，道路や都市空間における人間中心の優先順位が基本原則として確立されて
いる。

		1.5			 都市・交通の統合デザイン

　1990年代後半より，しばしば総合交通という言葉が用いられる。交通政策に
総合的な視点が必要なことは言うまでもない。重要なポイントは，足し算としての
総合化よりも，多様なものを繋げて「1つにする」という統合化の考え方であろう。
望まれる統合交通とは，以下の4つのレベルの統合を含むものである。

①運営統合：公共交通のサービス，運賃体系，運行情報等の統合
②戦略統合：異種の交通モード間のインフラ，マネジメント，情報提供，課金

等の政策手段の統合
③政策統合：交通と土地利用との政策統合，交通部門と環境・医療・福祉・

教育・防災等の部門との政策統合
④組織統合：交通を担う多様な組織・機関の統合

　都市・交通の統合デザインは，上記のうちのレベル③の政策統合に対応する。
持続可能な都市を目指すコンパクトシティも，高齢化に対応したモビリティシステム
も，それらが単独で取り組まれたのでは効果は薄い。20世紀の都市の拡大は，
人口圧力に加え，郊外に向けた道路整備とモータリゼーションの進行によるところ
が大きい。従って，少なくとも都市と交通にまたがる統合政策として設計されなけ
ればならない11）,	12）。
　こうした統合デザインの考え方と手順を示したものが図8である。ここでは，都
市，インフラ，モビリティおよび社会という4つの領域の繋がりが描かれ，中心部に
置かれたモビリティは，公共の交通手段とパーソナルな移動手段が相互補完する
システムとして位置付けられている。道路空間ダイエットとは，車道の車線数や車
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線幅を削減・抑制することにより，自転車を含む中低速のパーソナルな移動手段
および歩行者のための空間を生み出す手法である。自動車交通を重視してきた
既存の道路利用を，オールユーザのための空間利用へと転換させる仕組みとし
て，既に多くの国で導入されている。また，公共の交通手段を土地利用面から支
えるものは公共交通指向型開発やコリドー整備であり，その詳細については2章
に譲る。
　図中のデザインプロセスのループが示すように，まず安全確保のための優先順
位と速度マネジメントの徹底が求められ，その結果としてユニバーサルデザインを
柱とする高齢者標準の社会システムへの移行が可能となる。そして，都市機能と
空間を集約したコンパクトシティへの転換が促される。これらを与件として地域公
共交通が存続可能となり，適材適所の手段選択と補完による全体効率化が図ら
れる。モビリティ変革を実行するためには，明確な優先順位	（Priority）の下で
の速度	（Speed:Slowness）と空間	（Space:Compactness）のマネジメントお
よび外的な衝撃や制約を逃さず変革力に変える時間マネジメントという全体的な
視点が欠かせない。わが国においては，未だにそうした視点が希薄なままに公
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共交通政策をそれ単独で論じたり，自転車等のスローモビリティを交通政策の局
所解として位置付ける等，全体最適化を怠る傾向が依然として強い。
　今後さらに厳しさを増す経済・財政状況の下では，Priority，Slowness，
Compactness	（PSC）という一連の前提条件なくしては，超高齢社会での移
動の質を高めることは難しい。移動の質とは多様なニーズを持つ利用者にとっ
ての社会的ユーザビリティである。今日の「利用可能な」モビリティシステムを，
物理的，生理的に「利用しやすい」レベルへ，さらに心理的に「利用したくなる」
レベルへと引き上げてゆくためには，このPSCを重視した変革のプロセスづくり
が必要である。
　アメリカ型あるいはヨーロッパ型の社会に向かって発展するという直線的な成
長観は，もはや有効ではない13）。それにも拘わらず，モビリティ社会を描くにあたっ
て，われわれは未だそうした成長観を捨てきれずにいる。前述の思考停止の原
因もそこにある。自らに相応しいモビリティ社会を，単に技術あるいは制度にとど
まらず文化や人の行動様式を考慮して生み出してゆくべきであろう。
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